
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2023年 度 事 業 報 告 書

饉重望里豊型墨週墜塁生_理菫墜里拠董型LttL二」三2と2」2

1 事業の成果

2023年度はコロナ禍があけて、ピアサポー ト支援事業、認知症当事者勉強会、BSP研修事業、認

知症当事者 と学童保育園児の交流事業を本格化させた。

【ピアサポー ト支援事業】

認知症当事者による認知症の人へのピアサポー ト支援事業を実施した。ピアサポー トとはクリニ

ック受診者等を対象とし、認知症と診断された直後の心的障害や社会的障害を軽減するために実

施するもので、認知症当事者がピアサポーターとして、認知症診断後、本人が前向きに生きるた

めの知恵を伝達し、認知症の本人や周囲への介入を行う活動支援である。

【認知症当時者勉強会】

認知症に関わる医療者やケア専門職、行政職、メディア、社会学や医療政策の研究者、当事者や家族、

支援者が集まって、認知症を当事者の視点から組み直すことで新たな言説の場を作ろうとする勉強会。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【1,150】 千円)

された 事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

地域 にお ける
認知症周辺問
題 に関す る研
究事業

BSP研修事業
3月
16,17

都内研修
所

40名
認知症当
事者 とそ
の家族

99名 176

地域 にお ける
認知症周辺問
題 に関す る地
域基盤 的なネ
ッ トワー ク作
り

・ ピアサポー ト支援事業

・認知症当事者と学童保育
園児との交流事業

2/2
4/5
6/7
8/9
10/11
12./13

2/7

三鷹市内
クリニッ
ク及び

八王子市
学童保育

施設

のベ

50名

認知症
事者と
の家族

当
そ

の ベ

300名
533

地域 にお ける
認知症周辺問
題 に関す る啓
発支援・認知症
予防関連事業

認知症当事者勉強会
9/24
1/21

三鷹市内
クリニ ッ
ク及び

コミュニ
ティセン

ター

のベ

39名

都内近郊
の認知症
当事者 と
家族、医
療介護ス
タッフ、
メデ ィア
関係者等

のベ

647名
441



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2023年 度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が生登場合)

盤定ヨロ1螢!匠コl法漫 山田歯l症土土 =匡型_2.2

令  箱 小 計 ・ 合 計

670,1月D
670,000

受取助成金

受取利息

4

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益

670,

1`150,477

1■m翻

141,696
29,347
154,000
143,010
30,500
10,000

641,924

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

PL数字の100%
PL数字の70%
PL数字の70%
PL数字の100%
PL数字の100%
PL数字の100%
PL数字の100%

旅費交通費
消耗品費
支払手数料
車両費
租税公課
寄付金
減価償却費

役員報酬
給料手当
退職給付費用

福利厚生費

消耗品費
支払手数料
保険料
雑費

PL数字の100%
PL数字の100%

0

122●582

_■ 22.

B当 期 経
〕】 ヨ F

過年度損益修正益

失災

C D:外
~贈

減 額当 期 経
① +②  ・・ ・ ③11

0
2.056.456

―‖饉 正 味 財 産

四 EIIIヨ三日

1,Z′ 3_u⊇

口 」豫  ■



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年 度 貸借対照表

事 業 報 告 用

地域認知症サポー トプリッジ定

単位 :円
令   輌 小 計・ 合 計

750,057
650,057
100,000

2
1

2

3

現金預金
未収入金

車両運搬具

什器備品

ソフ トウェア

借地権

敷金
長期貸付金

71Юt C腸1

1,285,776
0

1,285,776

ｎ
）

ｎ

ｖ

2,035,833
【A】 資 産 合 計 ①+②

582,431
１

０

０

ａ

ニ

__i5B2.二塁:

0

1

短期借入金

未払金

預 り金

長期借入金

退職給付引当金

5821_生11

2,056,456
-603,054

1.453.402

2,035,833
【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】



16 28

2023年 度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

生壺撻墾蛭型Lと型幽蟻離亜型パニlジ122

重要な会計方針

計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正

PO法人会計基準協議会)に よつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法

定率法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金  該当なし

引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理

税込経理方式

2.事 業別損益の状況

合計管理部門

(3)地域にお
ける認知症周
辺問題に関す
る啓発支援・

認知症予防関
連事業

事業部門計

(1)地域にお
ける認知症周
辺問題に関す
る研究事業

(2)地域にお
ける認知症周
辺問題に関す
る地域基盤的
なネットワー

ク作り

科 目

ｎ
ｖ

Ａ
Ｖ

ｎ
ｖ

ｎ
Ｖ

〈
υ

670,000

０

０

０

０

０

００

　

　

　

　

　

　

０８

９２

０

０

０

０

０

７

■
■

141,696
0

41,924
0

220,000

２

０

８

２

９

０

０

９

４
ム

■
■

■
■

´
０

143,01

30,

11,249
0

59,029
54,817
11,691

246,

3,

141,

29,

154,

143,

30,

641,

10,

0

347
0

000
010

0

23,564
21,883
4,667

98,223

０

０

０

８１´
０

１

　

　

４

0

65,701
0

13,608
0

66,311
14,142

297,646
4,637

71,

059987 4771 039
1 2734771451

1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

広告宣伝費

交際費

会議費
旅費交通費

通信費
消耗品費

新聞図書費

支払手数料
車両費
租税公課

減価償却費
寄付金

保険料
雑費

その他経費計

経常費用計

当

670,09.5

|

01

01

01

611

122,_

122.582

△ 176,0



4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

内容 金 額 算定方法

該 当な し

使途等が制約 された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳  該当なし

6.借 入金の増減内訳   該当なし

7 役員及びその近親者との取引の内容 該当なし

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかに

するために必要な事項

事業費と管理費の按分方法

該当なし

その他の事業に係る資産の状況

該当なし

期末残高 備 考期首残高 当期増加額 当期減少額内容

該当なし

合計

期末帳簿価額減価償却累計額減 少取得科 目

814,224 1,285,7761,285,776641,9241,927,700

1.285.776814.224641.924 1.285,7761.927.700

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

期末残高当期借入 当期返済科
582,43150,000 200,000732,431

200.000 582.43150.000732,431
短期借入金

合計

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法

人 との取引

計算書類に

計上 された

金額
科 目

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年 度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 地城諷知症サポー トプリッジ

単位 :円
令 輌 ′:ヽ 計 計

【4

現金預金
手元現金
多摩信用金庫普通預金
多摩信用金庫普通預金
多摩信用金庫普通預金

31,816
618,241

0

0

650,057
5騒〕,057

100,000
100,000 100,000

0 0

耐=T~TT0 750.

車両運搬具
事業用車両

パ ソコン

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

敷 金

1,285,776
1,285,776

1,コ鴫 7蘭

0

0

0

0

0

0

0

0

…

司5 ■_■日5‐_7

【A】 責 産 合 計 ①+② 2,035,833

=T】 負 ■ の_畳

未払金
短期借入金
未払費用
預り金 (源泉所得税)

源泉徴収税

582, 431

0

0

582,431
調曖.“1

0

―  口観L`

長期借入金

職 員

0

0

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 582,431

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 1,453,402

督 Eめ 蘊



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

2023年 度年間役員名簿 J泄荒鷹だぢF辮騒lξttξ琳紺f鼻庁1露翻
所並

豊:塑壁!型理塾型二.地壁墾亜:整1量二!三型_2ユ_.

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1 理 事

キノシタ  トオル 2023年:4月 1日

2024年 3月 31日

年  月  日

年  月  日木之下 徹

2 理 事

モトナカ
゛
  タクロウ 2023年14月 1日

2024年3月 31日

年  月  日

年  月  日元永 拓郎

3 理 事

ナカノ  アユミ 2023年 4月 1日

2024年3月 31日

年  月 日

日年 月中野 あゆみ

4 理 事

カサマツ  キヨミ 2023年4月 1日

2024年:3月 31日

年  月  日

年  月  日笠松 喜代美

5 監事

ササキ  ケンシ
゛

2023年4月 1日

2024年3月 31日

年  月  日

年 月 日佐々木 健二

6 理 事

ホンタ
゛
 トモコ 2023年4月 1日

2024年3月 31日

年 月

月

日

日年本田 智子

7 理事

ハナフ
゛
サ ヒロオ 2023年4月 1日

2024年3月 31日

年  月  日

年  月  日英 裕雄

8 理事

アオキ チツ
゛
カ 2023年4月 1日

2024年3月 31日

年  月  日

年  月  日青木 智津香

9 理 事

ワタナベ  コウシ
゛

2023`午4月 1日

2024`年:3月 31日

年  月  日

年  月  日渡邊 幸治

10
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

設立 0事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特 定非営利活動法 人 サポー トブリッジ

氏   名

１

■

青山 聡子  

ワ

“

阿部 民子  

3 北原 佐和子

4 木之下 徹

5
小林 佑哉

6 佐々木 泰介

7
本多 智子

8 望月 謙治

9
寺尾 康子

10
田口 綾

11

12




